
☐

☑

☑

☐

☑

☐

☑

☐

☑

☑

☐

☐

☐

☑

☑

☐

☑

☐

なし

なし ５０％

項目 バックオフィス業務デジタル化率

１００％

指標
（更新時に向けた数値目標）

項目 置き型クーラーの現場導入率

現状（2025年） 更新時（3年後）

三側面
前期のSDGsに関する重点的な取組み 前期の指標

（分野に☑）

資格取得割合(全従業員比)
2021年　50％
2025年　100％

三側面
前期のSDGsに関する重点的な取組み 前期の指標

新卒・若年層の採用実施
2025年までに3人採用

2021年比でコピー用紙利用量を5％削減。2025年目標
（5%削減）に対して、目標を達成。

項目 講座受講数（全従業員比率）

三側面
（分野に☑）

現状（2025年） 更新時（3年後）

DXやペーパーレス化による生産性向上と間接コスト
削減（紙使用削減率・デジタル化業務割合）

現状（2025年） 更新時（3年後）

2025年目標（5%削減）に対し
て、達成。

前期のSDGsに関する重点的な取組み

進捗状況（実施状況および達成・未達成状況、未達成の場合理由記載）

前期の指標

10％

前期の指標に対する実績

５０％
・「SDGsに関する重点的な取組み」には環境・社会・経済の三側面の全てについて、重点的な取組みを記載してください。なお、取組みが複数の分野に該
当する場合は、それぞれの分野にチェックを入れてください。
・「指標（更新時に向けた数値目標）」には、それぞれの取組みに対する「目指す姿」の実現を念頭に、それを評価するための指標項目と、現状の数値および
更新時（3年後）の数値目標を記載してください。前期と同じ取組みの場合は、現状の数値と下記の前期実績が一致しているかをご確認ください。

前期の指標に対する実績

（分野に☑）

新卒・若年層の採用実施
2021年　1人採用
2025年　3人採用

前期の指標に対する実績

新卒・若年層雇用の促進

進捗状況（実施状況および達成・未達成状況、未達成の場合理由記載）

新卒・若年層の採用を積極的に推進し、2025年度には3名を
採用。前年と比較して300％増加しており、若年層比率も上
昇。今後も継続的な採用活動により、若手人材の確保と育成
を進めていく。

経済

進捗状況（実施状況および達成・未達成状況、未達成の場合理由記載）

a

a 会社負担による資格取得支援制度を活用し、技能講習・特別
教育の受講者が年々増加。今後も必要な講習を計画的に実施
し、2025年度中の高い取得率達成を目指す

資格取得割合(全従業員比)
2025年　100％

a

社会

経済

環境

社会

経済

・「三側面」、「前期のSDGsに関する重点的な取組み」と「前期の指標」には、前回登録申請した際に記載した「三側面」、「SDGsに関する重点的な取組み」
と「指標」をそのまま転記してください。
・「取組みの進捗状況」には、前期の重点的な取組みの実施状況を記載してください。指標が未達成の場合は、その理由等も記載してください。
・「前期の指標に対する実績」には、「前期の指標（数値目標）」に対する実績を数値を用いて記載してください。
※提出前に全てセルが青色から白色に変更になっているかをご確認ください。

＜パートナーシップ＞

・「パートナーシップ」には、企業やNPO法人、行政など関係機関との連携を記載してください。

熊本県、荒尾市、熊本県建設業協会荒尾支部、荒尾市建設業協会、荒尾市商工会議所、熊友会型枠協同組合。
上記団体と連携を強化し、持続可能で快適な社会・環境づくりに取り組む。

＜SDGsに関する重点的な取組み及び指標に係るこれまでの進捗状況＞

環境

社会

社会

経済

環境

環境

社会

経済

効率的な資源利用の推進
メール及びSNS、ＰＤＦの利用により不要なコピー用紙の利用
削減（データ上での閲覧推奨）

コピー用紙の利用削減
2025年　5%（2021年比）

本業に役立つ資格（技能講習・特別教育）取得割合
（会社負担）

経済

環境

事業者名 株式会社　中尾建設

創立以来、地域社会に技術と誠意で貢献してきた実績を礎に、これからも公共工事業を通し顧客満足度の向上
を目指し、また持続可能な社会を作るため環境対策にも注力する。
また、地域の活性化を見据え、積極的な雇用促進と人材育成に注力し、社員の成長を通して社会に貢献する企
業を目指す。

＜SDGsに関する重点的な取組み及び指標＞

a

＜2030年のSDGs達成に向けた経営方針と目指す姿＞

更新

三側面
（分野に☑）

環境

社会

SDGsに関する重点的な取組み

安全・安心な労働環境の整備（労働災害防止と若年
層人材の育成を目的とする）

リスキリング（学び直し）を推進し、従業員が新技術を
身につけられる環境を整備


